
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度
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定員管理の適正度
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [18.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、

当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
〇財政力指数…市民税の伸びなどにより、前年度より0.01良化し、類似団体平均と同じ0.69となっている。今後と

も、職員給与の縮減や事務事業の徹底的な見直し、滞納額の縮減のための更なる徴収業務の強化などに取り組

む。

〇経常収支比率…地方譲与税等の増があったものの、地方交付税、臨時財政対策債等の減により経常一般財源

が減少する一方で、扶助費、退職手当の増や、制度改正により、下水道事業や農業集落排水事業への繰出金の

うちの基準内（経常）部分が大幅に伸びたことなどにより、前年度の87.4％から93.7％へと悪化した。今後は、行財

政改革の取組みを通じて水準の悪化を防ぐ。

〇ラスパイレス指数…国に準じた給与構造の見直しを行っており、今後、給与水準は引き下がる見込みである。

〇実質公債費比率…下水道事業の汚水公費負担分の新設による準元利償還金の増が最大の要因となり、前年度の16.4％か

ら18.4％へと大幅に悪化した。地方債の積極的な借換による利子償還金の縮減を図るとともに、新規発行の起債は今後とも、緊

急度・住民ニーズを的確に把握した事業を選択することにより抑制に努め、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。

〇人口１人当たり地方債現在高…類似団体平均をやや上回っている。主な要因としては、米子駅前西土地区画整理事業、国際

会議場整備事業、新清掃工場建設事業などがあるが、新規発行債の適切な選択を行い、財政の健全化に努める。

〇人口１，０００人当たり職員数…全国平均を2.45人下回り、類似団体中最も少ない職員数となっているが、平成17年4月策定の

定員適正化計画を今後とも推進し、平成21年度までの5年間で57人以上を削減する方針である。

〇人口１人当たり人件費・物件費等決算額…人口１，０００人当たりの職員数が類似団体中最も少ないことにより、人件費が少

なく、類似団体中2位となっているが、今後ともコストの低減を図っていく方針である。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 鳥取県 米子市
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに

チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政

構造に弾力性があることを示している。
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した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

〇経常収支比率…地方譲与税等の増があったものの、地方交付税、臨時財政対策債等の減により経常一般財源

が減少する一方で、制度改正により、下水道事業や農業集落排水事業への繰出金のうちの基準内（経常）部分が

大幅に伸びたことにより、全体で前年度の87.4％から93.7％へと悪化し、類似団体平均を2.8％上回っている。性質

別では、「その他」の経常収支比率が類似団体中最も大きい。内容としては、公営事業会計への繰出金が要因と

なっている。今後は、行財政改革の取組を通じて水準の悪化を防ぐ。

〇人件費及びそれに準ずる費用…人口1,000人当たりの職員数は、5.25人で、類似団体中最も少ないが、要因の

ひとつには、消防業務を一部事務組合で行っていることがある。一部事務組合の人件費分に充てる負担金や、法

非適の公営企業会計等の人件費に充てる繰出金といった人件費に準ずる費用を合計した場合の人口1人当たり

の歳出決算額は65,480円で、類似団体平均より14.9％少ない水準にある。今後も定員適正化計画や、早期退職特

例措置の実施により人件費の抑制に努める。

〇公債費及び公債費に準ずる費用…公営企業債の償還に充てるための繰出金などが類似団体平均を22.6％上

回っていることや、一時借入金利子が非常に大きいことなどから、類似団体平均を7.2％上回っている。地方債の

積極的な借換による利子償還金の縮減を図るとともに、今後とも、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選

択により、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。

全国市町村平均

8.6

鳥取県市町村平均

6.2
4.0

6.0

8.0

5.6

8.2

6.76.5
6.9

6.5

H18H17H16H15H14

6.8 全国市町村平均

10.6

鳥取県市町村平均

12.7
3.0

6.0

9.0

6.4

9.2
8.7

H18H17H16H15H14

〇普通建設事業費…財政の健全性や安定性を図るため、新たな大規模投資的事業を原則として抑制し､投資的

事業から維持管理へと重心を移す方針であるため、類似団体平均を34.6％下回っている。今後も歳入の増加が見

込めない状況であり、プライマリーバランスの黒字を維持し、引き続き普通建設事業費の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,952,820 53,114 72,094 ▲ 26.3
賃金（物件費） 528,997 3,533 3,016 17.1
一部事務組合負担金（補助費等） 1,549,860 10,351 4,878 112.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 712 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 7 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 583,637 3,898 2,621 48.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 16 765 112 1 568 ▲ 92 9

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 鳥取県 米子市

人口1人当たり決算額
(円)
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類似団体内 均値

102,587

事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 16,765 112 1,568 ▲ 92.9
▲退職金 ▲ 827,807 ▲ 5,529 ▲ 7,909 ▲ 30.1
合計 9,804,272 65,480 76,987 ▲ 14.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.25 7.70 ▲ 2.45
ラスパイレス指数 99.5 97.9 1.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

7,230,742 48,292 44,815 7.8

満期 括償還地方債の 年当たりの元金償還金に相当するもの

当該団体決算額
（千円）

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000 類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

54,646

76,987

65,480
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50,000
44 944 満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの

（年度割相当額）等
- - 42 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,456,211 16,404 13,385 22.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

373,709 2,496 2,135 16.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

108,002 721 2,467 ▲ 70.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

64,932 434 39 1,012.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 5,188,071 ▲ 34,650 ▲ 31,446 10.2

合計 5,045,525 33,697 31,437 7.2

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

6,464,615 46,122 ▲ 36.3 68,938 ▲ 2.0 ▲ 34.3

うち単独分 4,010,116 28,611 ▲ 27.0 44,448 2.3 ▲ 29.3

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H14

50 000

60,000

70,000

80,000

（円）
人口1人当たり決算額の推移

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 鳥取県米子市

6,731,815 47,839 3.7 53,606 ▲ 22.2 25.9

うち単独分 3,874,202 27,532 ▲ 3.8 31,541 ▲ 29.0 25.2

5,148,403 34,368 ▲ 28.2 68,917 28.6 ▲ 56.8

うち単独分 3,332,800 22,248 ▲ 19.2 41,973 33.1 ▲ 52.3

3,160,339 21,041 ▲ 38.8 62,051 ▲ 10.0 ▲ 28.8

うち単独分 2,078,640 13,839 ▲ 37.8 40,532 ▲ 3.4 ▲ 34.4

5,122,321 34,210 62.6 52,296 ▲ 15.7 78.3

うち単独分 3,977,367 26,564 92.0 33,281 ▲ 17.9 109.9

過去５年間平均 5,325,499 36,716 ▲ 7.4 61,162 ▲ 4.3 ▲ 3.1

うち単独分 3,454,625 23,759 0.8 38,355 ▲ 3.0 3.8
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